
別紙－１ 

新潟市発注工事におけるＩＣＴ活用工事の推進に関する試行方針 

 

第１ ＩＣＴ活用工事の推進 

国土交通省におけるＩＣＴの全面的な活用推進への取組状況を踏まえ、以下の工種に

ついて「ＩＣＴ活用工事」の推進を図るものとする。 

なお、運用にあたっては、別に定める「ＩＣＴ活用工事実施要領」により実施するも

のとする。 

 

１－１ ＩＣＴ活用を推進する工種 

工事工種体系ツリーにおける下記工種（レベル２）とする。 

・河川土工、海岸土工 

・道路土工 

・舗装工 

・付帯道路工 

 

 １－２ 試行対象工事 

１－１に示す工種の土工量が1,000m3以上となる工事（建築営繕工事は除く）及び、

舗装面積3,000m2以上の上層及び・下層路盤工事（建築営繕工事を除く）のうち、発注

者が指定するもの。 

 

第２ 実施体制 

ＩＣＴ活用土工及びＩＣＴ舗装工の推進にあたっては、各技術に関する実施要領、積

算方法など必要な事項について、関係所属で情報を共有し、実用化が円滑に進むよう対

応するものとする。 

 

第３ ＩＣＴ活用の推進を図るための措置 

３－１ ＩＣＴ活用工事 

ＩＣＴ活用工事（土工、舗装工）とは、以下に示す土工及びＩＣＴ舗装工におけるＩ

ＣＴ活用における施工プロセスの各段階においてＩＣＴを全面的に活用する工事である。 

【施工プロセスの各段階】 

①３次元起工測量 

②３次元設計データ作成 

③ＩＣＴ建設機械による施工 

④３次元出来形管理等の施工管理 

⑤３次元データの納品 

 



なお、ＩＣＴ建設機械とは、３次元マシンコントロール技術、３次元マシンガイダン

ス技術を用いた建設機械である。 

 

３－２ ＩＣＴ建機による施工 

ＩＣＴ建機による施工とは、３－１に示す施工プロセスのうち、②と③だけにＩＣＴ

を活用する工事である。 

 

３－３ 実施手続き及び必要な経費の計上 

入札公告時等に別途定める特記仕様書を添付し、ＩＣＴ活用工事の適用対象とするこ

とを明示する。契約後、受注者からの提案・協議により「ＩＣＴ活用工事」か「ＩＣＴ

建機による施工」を実施することができる。 

「ＩＣＴ活用工事」を実施する場合、設計変更の対象とし、別途定める「ＩＣＴ活用

工事積算要領」により必要な経費を計上する。 

「ＩＣＴ建機による施工」を実施する場合も、当面は設計変更の対象とし、別途定め

る「ＩＣＴ活用工事積算要領」により必要な経費を計上する。 

 

 ３－４ 工事成績評定における評価 

ＩＣＴ活用工事を実施した場合、創意工夫における【施工】において評価するものと

する。また、ＩＣＴ建機による施工を実施した場合も、当面は工事成績評定の対象とし、

評価するものとする。 

 

第４ ＩＣＴ活用工事の推進のための当面の留意点 

受注者が円滑にＩＣＴ活用工事を導入できるように、以下の項目について積極的な対

応を図る。 

４－１ 監督・検査体制の構築と要領等の周知 

ＩＣＴ活用工事において、施工に活用する技術については、その技術に応じた監督・

検査を実施することがＩＣＴ土工及びＩＣＴ舗装工の円滑な推進のために必要である。 

このため、ＩＣＴ活用工事に関する監督・検査体制の構築及び要領等を周知し、各要

領等に基づいた監督・検査を実施するものとする。 

 

４－２ 研修等の実施 

官民が協同でＩＣＴ活用工事の推進に取り組むために、研修や講習会等を実施する。 

 

以  上 



別紙－２ 

ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ土工）実施要領 
 

１．ＩＣＴ活用工事 
 １－１ 概要 
   ＩＣＴ活用工事とは、以下に示すＩＣＴ土工における施工プロセスの各段階において、ＩＣ

Ｔを全面的に活用する工事である。 
① ３次元起工測量 
② ３次元設計データ作成 
③ ＩＣＴ建設機械による施工 
④ ３次元出来形管理等の施工管理 
⑤ ３次元データの納品 

①～⑤全ての段階においてＩＣＴを活用する工事を「ＩＣＴ活用工事」とする。これに対し、

②・③のプロセスにおいてのみＩＣＴを活用する工事を「ＩＣＴ建機による施工」とする。 
 
１－２ 各段階におけるＩＣＴ 

① ３次元起工測量 
起工測量において、３次元測量データを取得するため、下記１）～７８）から選択（複

数以上可）して測量を行うものとする。 

１）空中写真測量（無人航空機）を用いた起工測量 

２）地上型レーザースキャナーを用いた起工測量 

３）トータルステーション等光波方式を用いた起工測量 

４）トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた起工測量 

５）ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた起工測量 

６）無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量 

７）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量 

８）その他の３次元計測技術を用いた起工測量 

② ３次元設計データ作成 
発注図書や１－２①で得られたデータを用いて、３次元出来形管理を行うための３次

元設計データを作成する。 
③ ＩＣＴ建設機械による施工 

１－２②で得られた３次元設計データまたは施工用に作成した３次元データを用い

て、以下１）～４）のＩＣＴ建設機械による施工を実施する。 
１）３次元マシンコントロール（ブルドーザ）技術 
２）３次元マシンコントロール（バックホウ）技術 
３）３次元マシンガイダンス（ブルドーザ）技術 
４）３次元マシンガイダンス（バックホウ）技術 

④ ３次元出来形管理等の施工管理 
１－２③により施工された工事完成物について、ＩＣＴを活用して施工管理を実施す

る。 
＜出来形管理＞ 

下記１）～７８）から選択（複数以上可）して、出来形管理を行うものとする。 

１）空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理 

２）地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

３）トータルステーション等光波方式を用いた出来形管理 

４）トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理 

５）ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理 



 

６）無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

７）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量出来形管理 

８）その他の３次元計測技術を用いた出来形管理 

    ＜品質管理＞ 
    下記９）の技術を用いた品質管理を行うものとする。 

９）ＴＳ・ＧＮＳＳによる締固め回数管理技術 
ただし、土質が頻繁に変わりその都度試験施工を行うことが非効率である等、 施

工規定による管理そのものがなじまない場合は、適用しなくてもよい。 

⑤ ３次元データの納品 
１－２④により確認された３次元施工管理データを、工事完成図書として納品する。 

 
 ※監督・検査についても、表－１に示すとおり３次元データに対応した要領により対応するこ

ととする。 
 ※各段階におけるＩＣＴの適用工種については表－１を参照。 

 
≪表－１ ＩＣＴ活用工事と適用工種≫ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

 
≪表－１ ＩＣＴ活用工事と適用工種≫ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【要領一覧】 1.空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 
2.空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 
43.地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 
54.地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 
175.無人航空機搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 
186.無人航空機搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 
197.地上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 
208.地上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 
119.TS 等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 
1210.TS 等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 
1311.TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 
1412.TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 
1513.RTK-GNSS を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 
1614.RTK-GNSS を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 
615.TS・GNSS を用いた盛土の締固め管理要領 
716.TS・GNSS を用いた盛土の締固め管理の監督・検査要領 
317.無人飛行機の飛行に関する許可・承認の審査要領 
918.公共測量における UAV の使用に関する安全基準 - 国土地理院 
819.UAV を用いた公共測量マニュアル（案）- 国土地理院 
1020.地上ﾚｰｻﾞｽｷｬﾅを用いた公共測量マニュアル（案）- 国土地理院 
 
 

 
 

新設 修繕

空中写真測量（無人航空機）を用いた起工測量/出

来形管理技術（土工）

測量

出来形計測

出来形管理
－ ○ ○

①、②、⑰、⑱、

⑲
土工

地上型レーザースキャナーを用いた起工測量/出来
形管理技術（土工）

測量

出来形計測

出来形管理
－ ○ ○ ③、④、㉒ 土工

ＴＳ等光波方式を用いた起工測量/出来形管理技

術（土工）

測量

出来形計測

出来形管理
－ ○ ○ ⑨、⑩ 土工

ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた起工測量/出来形
管理技術（土工）

測量

出来形計測

出来形管理
－ ○ ○ ⑪、⑫ 土工

ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた起工測量/出来形管理技

術（土工）

測量

出来形計測

出来形管理
－ ○ ○ ⑬、⑭ 土工

無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた起工
測量/出来形管理技術（土工）

測量

出来形計測

出来形管理
－ ○ ○ ⑤、⑥、⑰、⑱ 土工

地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた起工

測量/出来形管理技術（土工）

測量

出来形計測

出来形管理
－ ○ ○ ⑦、⑧ 土工

ＩＣＴ建設機械による

施工

３次元マシンコントーロール技術

３次元マシンガイダンス技術

まきだし

敷き均し

掘削

整形

ICT

建設機械 ○ ○ －

３次元出来形管理

等の施工管理
ＴＳ・ＧＮＳＳによる締固め管理技術 締固め回数管理

ICT

建設機械 ○ ○ ⑮、⑯ 土工

備考

３次元起工測量/３
次元出来形管理等

施工管理

【凡例】　○：適用可能　　－：適用外

段階 技術名 対象作業 建設機械
適用 監督・検査

施工管理



 

１－３ 対象工種 
   ＩＣＴ活用工事の対象工種別は、工事工種体系ツリーにおける下記とする。 
  （１）河川土工、海岸土工 
    ・掘削工 
    ・盛土工 
    ・法面整形工 
  （２）道路土工 
    ・掘削工 
    ・路体盛土工 
    ・路床盛土工 
    ・法面整形工 
  （３）適用対象外 
      従来施工において、土工の土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び規格値）を適

用しない工事は適用対象外とする。 
     
 
２．ＩＣＴ活用工事の実施方法 
 ２－１ 発注における入札公告等 

  入札公告時等、別途定める特記仕様書を添付し、ＩＣＴ活用工事の適用対象とすることを明

示する。 
 
３．ＩＣＴ活用工事実施の推進のための措置 
 ３－１ 工事成績評定における加点措置 
   ＩＣＴ活用工事を実施した場合、創意工夫における【施工】「・１５ ＩＣＴ（情報通信技術）

を活用した情報化施工を取り入れた工事」において評価するものとする。 
   「ＩＣＴ建機による施工」を実施する場合も、当面の間、評価の対象とする。 
 
４．ＩＣＴ活用工事の導入における留意点 

受注者が円滑にＩＣＴ活用工事を導入し、活用できる環境整備として、以下を実施するもの

とする。 
 
４－１ 施工管理、監督・検査の対応 

 ＩＣＴ活用工事を実施するにあたって、国土交通省から発出されている施工管理要領、監

督検査要領（≪表－１ ＩＣＴ活用工事と適用工種≫【要領一覧】）に則り、監督・検査を実

施するものとする。 
  監督員及び検査員は、受注者に従来手法との二重管理を求めない。 
 
４－２ 設計データ等の貸与 

（１）発注者は、ＩＣＴ活用工事を実施するうえで有効と考えられる詳細設計等において作

成した成果品と関連工事の完成図書は、積極的に受注者に貸与するものとする。 
（２）現行基準による２次元の設計ストックにより発注する場合、発注者は契約後の施工協

議において３次元起工測量及び３次元設計データ作成を指示するものとし、これにかか

る経費を工事費において計上するものとする（「ＩＣＴ活用工事」）。 
 

４－３ 工事費の積算（詳細は別紙－５積算要領を参照） 
 発注者は、発注に際して新潟市積算基準に基づく積算を行い、発注するものとする。ただ

し、契約後の協議において受注者からの提案によりＩＣＴ活用工事を実施する場合、別紙－



 

５「ＩＣＴ活用工事積算要領」に基づく積算に落札率を乗じた価格により契約変更を行うも

のとする。なお、３次元出来形管理等の施工管理及び３次元データの納品にかかる経費につ

いては、間接費に含まれることから別途計上はしない。 
 また、現行基準による２次元の設計ストック等によりＩＣＴ活用工事を発注する場合、受

注者に３次元起工測量及び３次元設計データ作成を指示するとともに、３次元起工測量経費

及び３次元設計データ作成経費について見積りを提出してもらい、設計変更を行う。 
見積り徴収にあたり、別紙－４「ＩＣＴ活用工事の見積りの依頼」を参考にするものとす

る。 
   「ＩＣＴ建機による施工」を実施する場合、ＩＣＴ建設機械等にかかる費用等については

契約変更の対象とするが、３次元設計データ作成経費については受注者負担とし、契約変更

の対象としない。 
 
４－４ ＩＣＴ監督・検査体制の構築 

 ＩＣＴ活用工事の推進を目的として、研修等でＩＣＴの習得を図るなど、ＩＣＴ活用工事

に精通した監督・検査員の体制構築を速やかに整えるものとする。 
また、検査機器（ＧＮＳＳローバー）が普及するまでの当面の間は、受注者の任意選択とし

てトータルステーションも採用可能とする。 
 
４－５ 現場見学会・講習会の実施 

 ＩＣＴ活用工事の推進を目的として、官民等を対象とした見学会を随時実施するものとす

る。 
 
５．ＩＣＴ活用工事における工事完成図書の電子納品について 
５－１ ３次元出来形管理等の施工管理及び３次元データの納品について 

 ３次元出来形管理等の施工管理及び３次元データの納品については、新潟市ＩＣＴ活用工

事に関する電子納品参考資料に基づき作成し、新潟市電子納品要領（案）による電子納品物

とは別にＣＤ－ＲまたはＤＶＤ－Ｒにて監督員に提出するものとする。 
  

６．アンケート調査等 
６－１ 対象工事の選定 

調査名 目的 対象工事 対象者 
簡易アンケート調査 活用目的の把握 ＩＣＴ活用施工、及びＩＣ

Ｔ建機による施工を実施し

た全工事 

受注者 

 
 ６－２ アンケート調査等の調査票の回収について 
   受注者は、工事完了後直ちにアンケート調査等の調査票を監督員へ提出するものとする。 
   監督員は、工事完了後直ちに調査票を技術管理課へ提出するものとする。 



別紙－５ 

 

ＩＣＴ活用工事（土工）積算要領 

 

１．施工パッケージによる積算 

施工パッケージによる積算基準の土工（ICT）及び法面整形（ICT）により積算を行う。 

１．適用範囲 

    本資料は、以下に示すＩＣＴによる土工（以下、土工（ＩＣＴ））に適用する。 

    積算に当たっては、施工パッケージ型積算基準により行うこととする。 

    ・掘削（ＩＣＴ） 

    ・路体（築堤）盛土（ＩＣＴ） 

    ・路床盛土（ＩＣＴ） 

    ・法面整形（ＩＣＴ） 

 

２．ICT 建設機械経費 

建設機械の経費は、賃料または損料により計上し、以下のとおりとする。 

（１）賃料による建設機械 

１）対象建設機械 

ICT バックホウ(クローラ型)［標準型・超低騒音型・排出ガス対策型(2011 年規制)］山

積 0.8m3(平積 0.6m3) 

２）賃貸料 

62,000 円／日 

 

（２）損料による建設機械 

１）対象建設機械 

２．（１）１）の ICT バックホウ以外のバックホウ及びブルドーザ 

２）損料 

「積算基準〔５ 建設機械損料表〕」によるものとする。 

平成 30 年 8 月 30 日～平成 30 年 10 月 29 日までは平成 29 年度（10 月 30 日以降適用）

によるものとする。10 月 30 日以降は、平成 30 年度の積算基準によるものとする。 

２－１ 機械経費 

     土工（ＩＣＴ）の積算で使用するＩＣＴ建設機械の機械経費は、以下のとおりとする。 

    なお、賃料については「積算基準〔１ 一般土木〕」第Ⅰ編総則  第２章 工事費の積算 ②直

接工事費」、損料については、「積算基準〔５ 建設機械損料表〕」によるものとする。 

    ①掘削（ＩＣＴ）、法面整形（ＩＣＴ） 

ＩＣＴ建設機械名 規 格 機械経費 備 考 

バックホウ 

（クローラ型） 

標準型・ＩＣＴ施工対

応型・クレーン機能付

き・排出ガス対策型

賃料にて計上 ＩＣＴ建設機械経費 

加算額は別途計上 



      

     

 

 

 

 

 

 ②路体（築堤）盛土（ＩＣＴ）、路床盛土（ＩＣＴ） 

      

     

 

 

 

 

 

         

     ※上表で計上されている賃料には、地上の基地局・管理局以外の賃貸費用が含まれている。 

 

   ２－２ ＩＣＴ建設機械経費加算額 

    ２－２－１ 賃料加算額 

      ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額は、地上の基地局・管理局の賃貸費用とし、上記２－１機

械経費のうち賃料にて計上するＩＣＴ建設機械に適用する。 

    （１）掘削（ＩＣＴ）、法面整形（ＩＣＴ） 

      対象建設機械：バックホウ（ＩＣＴ施工対応型） 

      賃料加算額：13，000円／日 

    （２）路体（築堤）盛土（ＩＣＴ）、路床盛土（ＩＣＴ） 

      対象建設機械：ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型） 

      賃料加算額：13，000円／日 

    ２－２－２ 損料加算額 

      ＩＣＴ建設機械経費損料加算額は、建設機械に取付ける各種機器及び地上の基準局・管理

局の賃貸費用とし、上記２－１機械経費のうち損料にて計上するＩＣＴ建設機械に適用する。

なお、加算額は、以下のとおりとする。 

（１）掘削（ＩＣＴ） 

対象建設機械：バックホウ 

加算額：41，000 円／日 

３．ICT 建設機械経費加算額 

加算額は、建設機械に取付ける各種機器及び地上の基準局・管理局の賃貸費用とし、２．（２）

損料による建設機械に計上する。 

なお、加算額は、以下のとおりとする。 

（１）掘削（ICT）、法面整形（ICT） 

(2011 年 規制 ) 山 積

0.8m3（平積0.6m3） 

標準型・排出ガス対策

型（第一次基準値）山

積1.4m3（平積 1.0m3）

損料にて計上 ＩＣＴ建設機械経費 

加算額は別途計上 

ＩＣＴ建設機械名 規 格 機械経費 備 考 

ブルドーザ 湿地・ＩＣＴ施工対応

型・排ガス対策型(2011

年規制)・7t級 

賃料にて計上 

 

ＩＣＴ建設機械経費 

加算額は別途計上 

 

湿地・ＩＣＴ施工対応

型・排ガス対策型(2011

年規制)・16t級 



対象建設機械：バックホウ 

加算額：41,000 円／日 

 

※２．（１）賃料による建設機械（ICT バックホウ）については、機械経費に含まれている

ため、ICT 建設機械経費加算額は計上しない。 

 

（２）路体（築堤）盛土（ICT）、路床盛土（ICT） 

対象建設機械：ブルドーザ 

加算額：39,000 円／日 

４．２－３その他 ICT 建設機械経費等 

ＩＣＴ建設機械経費等として、以下の各経費を共通仮設費の技術管理費に計上する。 

４－１２－３－１ 保守点検 

ＩＣＴ建設機械の保守点検に要する費用は、次式により計上するものとする。 

（１）掘削（ICT） 

 

保守点検費＝土木一般世話役(円)×0.05(人/日)×                  × 

 

（注）作業日当り標準作業量は「積算基準〔１ 一般土木〕第Ⅰ編総則第 14 章その他④作業日当り標準作

業量」の ICT 標準作業量による。 

（注）施工数量は、ICT 施工の数量とする。 

 

（２）法面整形工（ICT） 

 

保守点検費＝土木一般世話役(円)×0.05(人/日)× 

 

（注）作業日当り標準作業量は「積算基準〔１ 一般土木〕第Ⅰ編総則第 14 章その他④作業日当り標準作

業量」の ICT 標準作業量による。 

（注）施工数量は、ICT 施工の数量とする。 

 

（３）路体（築堤）盛土（ICT）、路床盛土（ICT） 

 

保守点検費＝土木一般世話役(円)×0.110.07 (人/日)× 

 

（注）作業日当り標準作業量は「積算基準〔１ 一般土木〕第Ⅰ編総則第 14 章その他④作業日当り標準作

業量」の ICT 標準作業量による。 

（注）施工数量は、ＩＣＴ施工の数量とする。 

 

４－２２－３－２ システム初期費 

ＩＣＴ施工用機器の賃貸業者が行う施工業者への取扱説明に要する費用、システムの初期費

用等、貸出しに要する全ての費用は、以下のとおりとする。 

作業日当り標準作業量（m3/日） 

施工数量（m3） 100 

100 

作業日当り標準作業量（m2/日） 

施工数量（m2） 

作業日当り標準作業量（m3/日） 

施工数量（m3） 



（１）掘削（ICT）、法面整形（ICT） 

対象建設機械：バックホウ 

費用：598,000 円／式 

（２）路体（築堤）盛土（ICT）、路床盛土（ICT） 

対象建設機械：ブルドーザ 

費用：548,000 円／式 

４－３３．３次元起工測量・３次元設計データの作成費用 

監督員の指示に基づき、３次元起工測量、３次元設計データの作成を行う場合は、見積りの

提出を受注者に求め、設計変更すること。 

なお、見積り徴収にあたり別紙－４「ＩＣＴ活用工事の見積書の依頼」を参考にするものと

する。 

 

４．３次元出来形管理・３次元データ納品の費用、外注経費等の費用 
３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び３次元データ納品を行う場合

における経費の計上方法については、共通仮設費率、現場管理費率に以下の補正係数をものと

する。なお、設計変更時に補正係数をそれぞれ乗じるものとする。 

・共通仮設費率補正係数 ： 1.2 
・現場管理費率補正係数 ： 1.1 
※小数点第３位四捨五入２位止め 

なお、土工（ＩＣＴ）において、経費の計上が適用となる出来形管理は、以下の１）～５）

又は完成検査直前の工事竣工段階の地形について面管理に準じた出来形計測とし、それ以外の、

ＩＣＴ活用工事（土工）実施要領に示された、出来形管理の経費は、補正係数を乗じない共通

仮設費率及び現場管理費率に含まれる。 
１）空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理 
２）地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理 
３）無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 
４）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 
５）上記１）～４）に類似する、その他の３次元計測技術を用いた出来形管理 

 

５．変更積算方法 

受注者からの提案・協議により ICT 施工を実施した場合は、ICT 施工現場での施工数量に応じ

て変更を行うものとし、施工数量は ICT 建設機械の稼働率を用いて算出するものとする。 

掘削（ICT）の変更積算は、ICT 建設機械による施工歩掛（以下、「掘削（ICT）［ICT 建機使

用割合 100%］」という。）と通常建設機械による施工歩掛（以下、「掘削（通常）」という。）を用

いて積算するものとする。 

（１）変更積算 

現場での ICT 施工の実績により、変更するものとする。 

①ICT 土工にかかる ICT 建設機械稼働率の算出 

ICT 建設機械による施工日数（使用台数）を ICT 施工に要した全施工日数（ICT 建設機械

と通常建設機械の延べ使用台数）で除した値を ICT 建設機械稼働率とする。 



なお、ICT 建設機械稼働率は、小数点第３位を切り捨て小数点第２位止とする。 

②変更施工数量の算出 

ICT 土工の全施工数量に ICT 建設機械稼働率を乗じた値を ICT 施工（掘削（ICT）［ICT

建機使用割合 100%］）の施工数量とし、全施工数量から ICT 施工（掘削（ICT）［ICT 建機

使用割合 100%］）を引いた値を通常施工（掘削（通常））の施工数量とする。 

ICT 建設機械稼働率を乗じた値は四捨五入した数値とし、数位は当初積算に準ずるものと

する。 

なお、ICT 施工は実施しているが、ICT 建設機械稼働率を算出するための根拠資料が確認

できない場合は、従来の ICT 建機使用割合相当とし、全施工数量の２５％を ICT 施工（掘

削（ICT）［ICT 建機使用割合 100%］）により変更設計書に計上するものとする。 

（注）変更の積算については、別添「掘削（ICT）における変更積算」を参照 

 

５－１ 特記仕様書への条件明示【参考】 掘削工の ICT 建設機械による施工について 

特記仕様書に追記する記載例は、以下とおりとする。 

なお、記載例に無いものについては、別途作成するものとする。 

 

第○○条 ＩＣＴ活用工事の費用について 

○．掘削工の ICT 建設機械による施工は、当面の間、ICT 施工現場での施工数量に応じて

変更を行うものとし、施工数量は建設機械（ICT 建設機械、通常建設機械）の稼働実績

を用いて算出するものとする。 

受注者は、ICT 施工に要した建設機械（ICT 建設機械、通常建設機械）の稼働実績（延

べ使用台数）が確認できる資料を監督員へ提出するものとする。 

なお、稼働実績が確認できる資料の提出が無い等、稼働実績が適正と認められない場合

においては、全施工数量の２５％を「掘削（ICT）［ICT 建機使用割合 100%］」の施工

数量として変更するものとする。 

 

掘削工の ICT 建設機械による施工は、当面の間、ICT 施工現場での施工数量に応じて変更を行

うものとし、施工数量は建設機械（ICT 建設機械、通常建設機械）の稼働実績を用いて算出する

ものとする。 

受注者は、ICT 施工に要した建設機械（ICT 建設機械、通常建設機械）の稼働実績（延べ使用

台数）が確認できる資料を監督員へ提出するものとする。 

なお、稼働実績が確認できる資料の提出が無い等、稼働実績が適正と認められない場合におい

ては、全施工数量の２５％を「掘削（ICT）［ICT 建機使用割合 100%］」の施工数量として変更

するものとする。 

 

 ＜平成３０年８月３０日版（参考） 削除＞ 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   注）積算例のうち「当初積算」は該当しない。 

 

 

 

 

 

掘削（ＩＣＴ）における変更積算 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙－６ 
 

 
 

ＩＣＴ活用工事（舗装工）実施要領 
 

 
 

１．ＩＣＴ活用工事 

１－１ 概要 

ＩＣＴ活用工事とは、施工プロセスの全ての段階において、以下に示すＩＣＴ施工技術を全

面的に活用する工事である。  

また、次の①～⑤の全ての段階でＩＣＴ施工技術を活用することをＩＣＴ活用施工というほ

か、ＩＣＴ活用施工（舗装工）を「ＩＣＴ舗装工」という略称を用いることがある。 

① ３次元起工測量 

② ３次元設計データ作成 

③ ＩＣＴ建設機械による施工 

④ ３次元出来形管理等の施工管理 

⑤ ３次元データの納品 
 

 

１－２ ＩＣＴ施工技術の具体的内容 

ＩＣＴ施工技術の具体的内容については、次の①～⑤及び表－１によるものとする。 

① ３次元起工測量 

起工測量において、３次元測量データを取得するため、下記１）～４５）から選択

（複数以上可）して測量を行うものとする。 

 １）地上型レーザースキャナーを用いた起工測量 
２）トータルステーション等光波方式を用いた起工測量 

３）トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた起工測量 

４）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量 

５）その他の３次元計測技術を用いた起工測量 

 
② ３次元設計データ作成 

１－２①で計測した測量データと、発注者が貸与する発注図データを用いて、３次元

出来形管理を行うための３次元設計データを作成する。 

 
③ ＩＣＴ建設機械による施工 

１－２②で作成した３次元設計データを用い、下記１）、２）に示すＩＣＴ建設機

械を作業に応じて選択して施工を実施する。 

 １）３次元ＭＣモーターグレーダ 

２）３次元ＭＣブルドーザ 

※ＭＣ：「マシンコントロール」の略称 

 
④ ３次元出来形管理等の施工管理 

舗装工事の施工管理において、ＩＣＴを活用した施工管理を実施する。 

＜出来形管理＞ 下記１）～４５）のいずれかのから選択（複数以上可）した技術を用

いた出来形管理を行うものとする。 
１）地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理 
２）トータルステーション等光波方式を用いた出来形管理 
３）トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理 
４）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量出来形管理 
５）その他の３次元計測技術を用いた出来形管理 

なお表層については、面管理を実施するものとし、表層以外については、従来手法（出

来形管理基準上で当該基準に基づく管理項目）での管理を実施してもよい。 

 



 

 
⑤ ３次元データの納品 

１－２④により確認された３次元施工管理データを、工事完成図書として電子納品す

る。 

 

《表－１ ＩＣＴ活用工事と適用工種》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【要領一覧】 ①地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 

②地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 
④③TS 等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 
⑤④TS 等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 
⑥⑤TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 
⑦⑥TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 
⑧⑦地上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗装工事編）(案） 

⑨⑧地上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 
③⑨地上ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅを用いた公共測量マニュアル（案）- 国土地理院 
 
 

 

新設 修繕

空中写真測量（無人航空機）を用いた起工測量/出来

形管理技術（舗装工事編）

測量

出来形計測

出来形管理
－ ○ △ ①、②、⑨ 舗装

ＴＳ等光波方式を用いた起工測量/出来形管理技術

（舗装工事編）

測量

出来形計測

出来形管理
－ ○ △ ③、④ 舗装

ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた起工測量/出来形管

理技術（舗装工事編）

測量

出来形計測

出来形管理
－ ○ △ ⑤、⑥ 舗装

地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた起工

測量/出来形管理技術（舗装工事編）

測量

出来形計測

出来形管理
－ ○ △ ⑦、⑧ 舗装

ＩＣＴ建設機械による

施工
３次元マシンコントーロール技術

まきだし

敷き均し

整形

ICT

建設機械 ○ －

備考

３次元起工測量/３次

元出来形管理等施工

管理

【凡例】　○：適用可能　　△：一部適用可能　　－：適用外

段階 技術名 対象作業 建設機械
適用 監督・検査

施工管理



 

１－３ ＩＣＴ活用工事の対象工事 

ＩＣＴ活用工事の対象工事（発注工種）は「アスファルト舗装工事」、「セメント・コンクリー

ト舗装工事」、「一般土木工事」を原則とし、下記（１）、（２）に該当する工事とする。 

（１）対象工種・種別 

ＩＣＴ活用工事の対象は、工事工種体系ツリーにおける下記とする。 
《表－２ ＩＣＴ活用工事の対象工種種別》 

 

工事区分 工  種 種 別 

・舗装 

・水門 

 

舗  装  工 ・アスファルト舗装工 

・半たわみ性舗装工 

・排水性舗装工 

・透水性舗装工 

・グースアスファルト舗装工 

・コンクリート舗装 

・築堤・護岸 

・堤防護岸 

・砂防堰堤 

 

 

付帯道路工 

 

 

（２）適用対象外 

従来施工において、舗装工の土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び規格値）を適

用しない工事は適用対象外とする。 

 
２．ＩＣＴ活用工事の実施方法 

 ２－１ 発注における入札公告等 

  入札公告時等、別途定める特記仕様書を添付し、ＩＣＴ活用工事の適用対象とすることを明示す

る。 
 

３．ＩＣＴ活用工事実施の推進のための措置 

 ３－１ 工事成績評定における加点措置 

   ＩＣＴ活用工事を実施した場合、創意工夫における【施工】「・１５ ＩＣＴ（情報通信技術）

を活用した情報化施工を取り入れた工事」において評価するものとする。 

   「ＩＣＴ建機による施工」を実施する場合も、当面の間、評価の対象とする。 
 

４．ＩＣＴ活用工事の導入における留意点 

受注者が円滑にＩＣＴ活用工事を導入し、活用できる環境整備として、以下を実施するものとす

る。 

４－１ 施工管理、監督・検査の対応 

ＩＣＴ活用工事を実施するにあたって、国土交通省から発出されている施工管理要領、監督検

査要領（≪表－１ ＩＣＴ活用工事と適用工種≫【要領一覧】）に則り、監督・検査を実施する

ものとする。 

監督員及び検査員は、受注者に従来手法との二重管理を求めない。 
 

４－２ 設計データ等の貸与 

（１）発注者は、ＩＣＴ活用工事を実施するうえで有効と考えられる詳細設計等において作成し

た成果品と関連工事の完成図書は、積極的に受注者に貸与するものとする。 

（２）現行基準による２次元の設計ストックにより発注する場合、発注者は契約後の施工協議に

おいて３次元起工測量及び３次元設計データ作成を指示するものとし、これにかかる経費を

工事費において計上するものとする（「ＩＣＴ活用工事」）。 
 

４－３ 工事費の積算（詳細は別紙－８積算要領を参照） 

発注者は、発注に際して新潟市積算基準に基づく積算を行い、発注するものとする。ただし、

契約後の協議において受注者からの提案によりＩＣＴ活用工事を実施する場合、別紙－８「ＩＣ

Ｔ活用工事（舗装工）積算要領」に基づく積算に落札率を乗じた価格により契約変更を行うもの

とする。 

 なお、３次元出来形管理等の施工管理及び３次元データの納品にかかる経費については、間接

費に含まれることから別途計上はしない。 

 また、現行基準による２次元の設計ストック等によりＩＣＴ活用工事を発注する場合、受注者



 

に３次元起工測量及び３次元設計データ作成を指示するとともに、３次元起工測量経費及び３次

元設計データ作成経費について見積りを提出してもらい、設計変更を行う。 

見積り徴収にあたり、別紙－４「ＩＣＴ活用工事の見積り書の依頼について」を参考にするも

のとする。 

「ＩＣＴ建機による施工」を実施する場合、ＩＣＴ建設機械等にかかる費用等については契約

変更の対象とするが、３次元設計データ作成経費については受注者負担とし、契約変更の対象と

しない。 
 

４－４ ＩＣＴ監督・検査体制の構築 

ＩＣＴ活用工事の推進を目的として、研修等でＩＣＴの習得を図るなど、ＩＣＴ活用工事に精

通した監督・検査員の体制構築を速やかに整えるものとする。 
 

４－５ 現場見学会・講習会の実施 

ＩＣＴ活用工事の推進を目的として、官民等を対象とした見学会を随時実施するものとする。 
 

５．ＩＣＴ活用工事における工事完成図書の電子納品について 

５－１ ３次元出来形管理等の施工管理及び３次元データの納品について 

 ３次元出来形管理等の施工管理及び３次元データの納品については、新潟市ＩＣＴ活用工事に

関する電子納品参考資料に基づき作成し、新潟市電子納品要領（案）による電子納品物とは別に

ＣＤ－ＲまたはＤＶＤ－Ｒにて監督員に提出するものとする。 
 

６．アンケート調査等 

６－１ 対象工事の選定 

調査名  目的  対象工事  対象者 

簡易アンケート調査  活用目的の把握  ＩＣＴ活用施工、及びＩＣ

Ｔ建機による施工を実施し

た全工事 

受注者 

 

 ６－２ アンケート調査等の調査票の回収について 

   受注者は、工事完了後直ちにアンケート調査等の調査票を監督員へ提出するものとする。 

   監督員は、工事完了後直ちに調査票を技術管理課へ提出するものとする。 



1

別紙－８ 

 

  
 
ＩＣＴ活用工事（舗装工）積算要領 

 
 

１．施工パッケージによる積算  

施工パッケージによる積算基準の舗装工（ICT）により積算を行う。 

１．適用範囲 

  本資料は、以下に示すＩＣＴによる舗装工（以下、舗装工（ＩＣＴ））に適用する。 

積算に当たっては、施工パッケージ型積算基準により行うこととする。 

・不陸整正（ＩＣＴ） 

・下層路盤（車道・路肩部）（ＩＣＴ） 

・上層路盤（車道・路肩部）（ＩＣＴ） 

 

２．機械経費 

 ２－１ 機械経費 

  舗装工（ＩＣＴ）の積算で使用するＩＣＴ建設機械の機械経費は、以下のとおりとする。 

 （１）不陸整正（ＩＣＴ）、下層路盤（車道・路肩部）（ＩＣＴ）、上層路盤（車道・路肩部）

（ＩＣＴ） 

      
     
 
 
 
 
 
    ※賃料については、積算基準「〔１ 一般土木〕第Ⅰ編総則 第２章 工事費の積算 ②直

接工事費」により算定するものとする。 

 
２．－２ ＩＣＴ建設機械経費加算額 

   ＩＣＴ建設機械経費加算額は、建設機械に取付ける各種機器及び地上の基準局・管理局の賃貸

費用として、２-1機械経費で示すＩＣＴ建設機械に適用以下のとおりとする。 

（１）ＩＣＴ建設機械経費加算額（モータグレーダ） 

 49,000 円／日 

 
 
３．その他ＩＣＴ建設機械経費等 

  ２－３ その他 

ＩＣＴ建設機械経費等として、以下の各経費を、共通仮設費の技術管理費に計上する。 

３－１２－３－１ 保守点検 

 ＩＣＴ建設機械の保守点検に要する費用は，次式により計上するものとする。 

（１）不陸整正（ICT）、下層路盤（車道・路肩部）（ICT）、上層路盤（車道・路肩部）（ICT） 

 

 

ＩＣＴ建設機械名  規 格  機械経費  備 考 

モーターグレーダ  土工用・排出ガス対

策型（第二基準

値）・ブレード幅

３．１ｍ 

賃料にて計上 
 

ＩＣＴ建設機械経費 

加算額は別途計上 
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別紙－８ 

 

 

施工数量(m2)×層数 
保守点検費 ＝ 土木一般世話役(円)× 0.18(人/日) × 

作業日当り標準作業量(m2/日･層) 

（注）作業日当り標準作業量は「積算基準〔１ 一般土木〕 第Ⅰ編総則第 14 章その他④作業日当り標準

作業量」のＩＣＴ標準作業量による。 

 
 

３－２２－３－２ システム初期費 

 ＩＣＴ施工用機器の賃貸業者が行う施工業者への取扱説明に要する費用、システムの初期

費用等，貸出しに要する全ての費用は，以下のとおりとする。 

（１）不陸整正（ICT），下層路盤（車道・路肩部）（ICT），上層路盤（車道・路肩部）（ICT） 

対象機械：モータグレーダ 

623,000 円／式 
 
 

３－３．３次元起工測量・３次元設計データの作成費用 

監督員の指示に基づき、３次元起工測量、３次元設計データの作成を行う場合は、見積

りの提出を受注者に求め、設計変更すること。 

なお、見積り徴収にあたり別紙－４「ＩＣＴ活用工事の見積書の依頼」を参考にするも

のとする。 

 
４．３次元出来形管理・３次元データの納品費用、外注経費等の費用 

３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び３次元データ納品を行う場

合における経費の計上方法については、共通仮設費率、現場管理費率に以下の補正係数を

乗じるものとする。 

・共通仮設費率補正係数 ： 1.2 

・現場管理費率補正係数 ： 1.1 

※小数点第３位四捨五入２位止め 

なお、舗装工（ＩＣＴ）において、経費の計上が適用となる出来形管理は、以下の１）

～３）又は完成検査直前の工事竣工段階の地形について面管理に準じた出来形計測とし、

それ以外のＩＣＴ活用工事（舗装工）実施要領に示された、出来形管理の経費は、補正 

係数を乗じない共通仮設費率及び現場管理費率に含まれる。 

１）地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

２）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理 

３）上記１）又は２）に類似する、その他の３次元計測技術を用いた出来形管理 
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◎　試行工事を受注した皆さんにお伺いします。

◎　以下はICT活用工事を実施した方にお伺いします。

① 3次元起工測量　
② 3次元設計データ作成

③ 3次元出来形管理等の施工管理

④ 3次元データの納品

MC／MG 機種 台数 調達状況

①

②

③

④

⑤

従来工法の日数※ ICT活用工事の日数

① 3次元起工測量 日 ⇒ 日

② 3次元設計データ作成 日 ⇒ 日

③ ICT建設機械による施工 日 ⇒ 日

④ 3次元出来形管理等の施工管理 日 ⇒ 日

⑤ 3次元データの納品 日 ⇒ 日

※ 　起工測量等の各作業について、従来の工法で実施した場合にどれくらいかかったと思われる
か、想定される日数を入力してください。

【５】
自由意見（施工性や品質、安全性等について、良かった点、課題と思われる点等
について記載してください）

現場代理人 ○○　○○

【２】 ICT活用のそれぞれの段階における施工実態について教えてください。

【1】 ICT活用工事の実施を希望した理由、希望しなかった理由は何ですか？

【４】
ICT活用のそれぞれの段階において、従来工法に対しICTを活用することによりど
の程度の効率化が図られたか教えてください。

【３】 使用した全てのICT建設機械について記載してください。

0

様式（アンケート）「ICT活用工事」アンケート

工事名 ○○第○○号　○○○工事

受注者 (株)○○○建設


	★01_別紙-1（試行方針）
	★02_別紙-2（ICT土工実施要領）
	★03_別紙-3（ICT土工特記仕様書）
	★04_別紙-4（見積依頼書）
	★05-別紙-5（ICT土工積算要領）
	★06_別紙-6（ICT舗装工実施要領）
	★07_別紙-7（ICT舗装工特記仕様書）
	★08_別紙-8（ICT舗装工積算要領）
	【新潟市改定版】ICT活用工事に関する電子納品（令和３年４月１日）
	12_ICT活用工事に適用する基準等の参照先-2
	【新潟市】28 ICT活用工事に適用する基準等の参照先（021020）
	★11_ICT活用工事アンケート様式

